
5．透明性・公平性・納得性を確保するための仕組みについて  

（1）評価者体制（複数の評価者による評価）  

組 織 区 分  被評価者   1次評価者   2次評価者   最終評価者   

社会保険事務所  所長   事務局次長（部長）  事務局長  

次長   所長   事務局総務課長  

課長クラス  

係長以下   課長   所長   事務局総務課長   

社会保険事務局  局長   本庁人事調整官   本庁総務課長   長官  

次長（部長）   事務局長  本庁総務課長  

課長クラス   事務局次長（部長）  事務局長  

課長補佐クラス   課長   事務局総務喜果長  

係長以下   

総務部  課長クラス   次長  長官  

運営部  課長補佐クラス   課長   部長   次長  

係長以下   課長補佐   課長   本庁総務課長  
本  

社会保険  副所長   所長  長官  

部長（室長）   業務センター  副所長   所長  

課長クラス   部長（室長）   所長   次長  

課長補佐クラス   課長   部長（室長）   本庁総務課長  

係長以下  
庁  

社会保険  副校長   校長  長官  

大学校  課長クラス   副校長   校長   次長  

係長以下   課長   副校長   本庁総務課長   
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（2）評価者・被評価者研修   

人事評価制度を透明性・公平性・納得性が高く、実効ある制度として定着させていくた  

めに、職員に制度を十分理解してもらうことが必要であるので、職員に対する研修を実施  

する。  

○ フロック別研修（本庁主催）、伝達研修（地方事務局主催）等の実施  

○ 社会保険大学校を活用した効果的な研修の実施  

（3）人事評価制度運営会議の設置   

人事評価制度の透明性、公平性と納得性を高めるために、社会保険庁本庁に主要幹部職員  

をメンバーとする「人事評価制度運営会議」を設置する。  

○ 毎事業年度の評価項目について検討する。  

○ その他評価制度にかかる重要事項について検討する。  
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（4）苦情相談制度の概要  

① 目的  

新たな評価制度の適正な運用を図り、評価制度の公正性と納得性を担保するため、評価に関する職員の   

苦情や不満等に適切に対応する仕組みを整備。  

なお、人事院においても、苦情相談及び審査の申し立ての制度がある。  

② 想定される苦情の種類   

ア．評価手続や評価者に対する苦情や不満等   

イ．評価基準の適用が不適正など評価結果そのものへの苦情や不満等   

り．評価結果の処遇への反映に関する苦情や不満等  

③ 苦情相談の体制   

ア．職員は、自己の評価に関する苦情や不満等について、各人事担当課又は本庁総務課人事係に苦情相談を  

行うことができるものとする。  

なお、苦情や不満等が発生しないように、職員と評価者が十分なコミュニケーションを図るものとする。   

イ．人事院が行うもの（既設）  

・ 職員は、人事院に対し、勤務条件その他の人事管理に関する苦情の申出及び相談に関して、文書又は  

口頭により苦情相談を行うことができる。  

【人事院規則13－5（職員からの苦情相談）】  

・ 給与の決定に関して苦情のある職員は、人事院に対し審査を申し立てることができる。  

【一般職の職員の給与に関する法律第21条第1項】  
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④ 苦情相談等の流れ  

※ 参考条文  

● 人事院規則13－5（職員からの苦情相談）  
・第1条（趣旨）  

の規則は、職員からの勤務条件その他の人事管理に関する苦情の申出及び相談に閲し、必要な事項を定めるも  こ
と
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（5）試行の対象者について   

本庁内部部局（総務部・運営部）・社会保険業務センター・社会保険大学校、地方社会保険事務局、  
社会保険事務所の7級以上の全職員を対象に実施。   

なお、社会保険事務所の課長は含める。  

対象者は、   

（む 人事評価制度の本格実施に向け、試行における課題等を十分反映させる必要があることから、  

本庁、地方支分部局の各々において、職員の1／4程度を対象とする。  

② 19年度に完全実施した際に評価者となる者は、試行の対象とする。  

（参考）本庁・地方支分部局の基本的な役職別階級の比較  

本  庁   地方社芸保険事務局   社会保険事務所   

11級  
課長   局長  

10級  

9級  局長、次長   

～  課長補佐  課長  所長  

7級  課長補佐  
次長、庶務課長   

6級  
係長、専門官   

5級  
4級  

～   

係員等   係長、専門官  
※網掛部分は試行の対象者。  
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（6）スケジュール  

○評価結果の任用、勤勉手当、昇給への反映は、本格実施の段階から行う。  

○試行実施を踏まえて、評価方法等の見直しを行う。  
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6．18年4月本格実施に向けた当面の取組について   

人事評価制度を透明性・公平性・納得性が高＜、実効ある制度として定着させていくために、研修や職  
員用マニュアルの配布等を通じて、制度への理解を深めるとともに、アンケート等による意見、要望を制  
度や運用方法の見直しに繋げる仕組みとする。   

（1）研修の実施   
【17年10月へノ】  
言式行対象者全員に対し、  

① フロック別研修の実施（本庁主催）  
知及び民間講師を招いてのロールプレーインク等研修の実施  
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 ユアルの配布  
L ANを活用したQ＆Aの掲載等  

（3）試行の検証   
① 目標設定、実績評価及び能力評価に対する職員アンケートの実施   
② 地方社会保険事務局等からの意見・要望の聴取   

（4）人事評価制度運営会議の設置   
① 社会保険庁本庁に管理職員をメンバーとする「人事評価制度運営会議」を設置   

② 試行の検証結果を踏まえた、制度や運用方法の見直し  
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